
都市計画と環境

都市計画概論第13回



地球は暑くなっている

IPCC(2007) WGI 
Fourth Assessment 
Reportより



東京も暑くなっている

東京都環境科学研究所ＨＰより



東京も暑くなっている
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東京も暑くなっている

東京都環境科学研究所
提供資料



地球環境問題への取り組み

• ブラジル地球サミット（１９９２）

– １８０を越える国と地域、８０００を越えるＮＧＯの
参加

• 環境と開発に関するリオ宣言

– 世界の今後の環境保全の在り方を指し示す２７
の原則

• アジェンダ２１

– リオ宣言の理念を実行するための具体的な行動
計画



地球環境問題への取り組み

• 気候変動枠組み条約締結国会議（ＣＯＰ）
• １９９７年の京都会議（ＣＯＰ３）

– ２００８年から２０１２年の間に、ＣＯ２などの地球温暖
化ガスを１９９０年水準の６％削減する（米は７％、Ｅ
Ｕは８％）

– 排出権取引、クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）なども
盛り込まれている

• 2008年洞爺湖サミット
– 2050年までに世界全体の排出量の少なくとも50%の

削減を達成する目標というビジョンを、 UNFCCCのす
べての締約国と共有し、かつ、この目標をUNFCCCの
下での交渉において、これら諸国と共に検討し、採択
することを求める。



温暖化ガスは減っているのか？

全国地球温暖化防
止活動推進センター

HPより

京都議定書
公約ライン



●2007年度における我が国の排出量は、基準年比8.7％上回っており、議定書の
6％削減約束の達成には、9.3％の排出削減が必要。
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京都議定書削減約束
（2008年～2012年）
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9.3%の排出
削減が必要

2007年度
排出量（速報値）

13億4,000万トン

12億6,100
万トン

森林吸収源対策で
3.8%京都メカニズム
で1.6% 確保を目標

原子力発電の
利用率が84.2％

であったと
仮定した場合

(+3.2%）
(+3.7%）
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＜前年度比＋2.3%＞(+8.7%）

(+6.3%）

２００８年４月から
第一約束期間

がスタート

出典：環境省報道発表資料
(H20.11.12）より作成

＜前年度比
＋0.5%＞

温室効果ガス排出量



持続可能性とは

• 「持続可能な開発」の理念
– 経済発展と環境保全のバランス

• 将来の世代の資源を消費しない

• 将来の世代に負の遺産を残さない

• ３つの持続可能性
– 環境の観点からの持続可能性

• 資源、地球環境、・・・

– 経済の観点からの持続可能性
• 所得、財政、・・・

– 社会の観点からの持続可能性
• 格差、公平、・・・



サステイナブル・シティに向けた方策

• 交通量の削減
– 交通モードの転換

• 公共交通の整備と自動車の抑制

– 都市構造の転換
• 職住近接都市へ

• 緑と水環境
– 緑、水の保全・創出

– 風の道

• 省エネルギーとエネルギー転換

• サステイナブルなコミュニティの構築



交通量の削減
交通モードの転換



部門別CO2排出量

全国地球温暖化防止活動推進センターHPより



大都市の交通機関分担率
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旅客の輸送機関別分担率（平成１６年度）

資料:貨物旅客地域流動調査（Ｈ１６国土交通省）
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＜輸送量当りのCO2排出量（旅客輸送）＞
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出典：国土交通省資料

出典：平成18年度環境白書

利用交通手段とCO2排出量の関係



交通量の削減
都市構造の転換



http://en.wikipedia.org/wiki/File:Petrol_use_urban_density.svg

P.Newman, J.Kenworthy: Sustainability and Cities, 1999から

都市の密度とガソリン消費量の関係



＜我が国の諸都市における人口密度と1人当りガソリン消費量の関係＞

出典：谷口守：都市構造から見た自動車CO2排出量の時系列分析、都市計画論文集 No.43-3、2008年10月

都市の密度とガソリン消費量の関係（日本）



＜自動車依存率とＤＩＤ人口密度＞

出典：平成18年度環境白書

都市の密度と交通手段の関係



＜都市の形状と輸送機関分担率の関係＞

※1 1人当りCO2排出量は運輸旅客部門のみ 出典：平成18年度環境白書

◆前橋市の例 ◆高知市の例

1人当りCO2排出量＝1.21トン 1人当りCO2排出量＝0.87トン

・可住地面積割合＝85％ ・可住地面積割合＝39％

都市構造とCO2排出量の関係



集約型都市構造への転換

現在の
市街化
の傾向

(4)求めるべき市街地像

【各都市に見られる市街地の傾向】

基幹的な公共交通沿いに集約拠点の形成を促進

(3)低密度になった拡散市街地

【低密度市街地が拡大した結果】

低密化
を放置

中心部に基幹的市街地、郊外は低密で分散

(1)かつての市街地

(2)今の市街地

全面的な市街化の進行過程 市街地が全体的に希薄化

都市構造
改 革

出典：国土交通省資料より



低炭素都市づくり



緑と水環境



首都圏における保全すべき自然環境

出典：国土交通省資料より



緑は温度も下げる

東京都「緑の東京計画」より



東京の緑は減ってきている

東京都「緑の
東京計画」より



屋上緑化・壁面緑化によるヒートアイランド対策
●国土交通省屋上庭園では、屋上緑化の有無によって、屋上のタイル面の表面温度に平

均で11.2℃の差が見られた。
●屋上緑化は平成19年までに全国で194ha施工された。東京ドーム約40個分に相当。

出典）国土交通省資料



東京都の屋上緑化

敷地面積1,000㎡以上の全て
の民間建物と250㎡以上の全
ての公共建築について、屋上の
20%を緑化することを義務づけ

屋上緑化面積と同等の容積を
ボーナスとして緩和

東京都の２つの推進策

これまでに2,862棟の建築物で、773,800㎡の屋上緑
化がなされている



風の道の確保（品川駅周辺の例）

東京都「品川駅・田町駅周辺まちづくりガイドライン」より



都市における農地

• 市街化区域内の農地

– 保全すべき農地＝生産緑地として指定

– 宅地化すべき農地＝宅地化農地

• 生産緑地

– 営農が義務付けられる

– 固定資産税・相続税の減免

– 主たる農業従事者が死亡・故障の場合には指定
の解除を申し出ることができる



生産緑地面積の推移
三大都市圏の特定市における生産緑地面積の推移
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都市における農地に対するニーズの高まり

区名 直近倍率

目黒区 3.2

大田区 7.1
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市民農園の応募倍率

出典：平成19年度市民農園調査結果（東京都）

都市農地活用に関する行政施策に対するニーズ
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出典：「都市農地等の保全・活用のあり方に関する検討調査」
（平成17年度／国土交通省土地・水資源局土地情報課）



省エネルギーとエネルギー転換



CASBEE

• 建築環境総合性能評価システム
（Comprehensive Assessment System for Built 
Environment Efficiency）
– 建築物の環境性能で評価し格付けする手法。省

エネルギーや環境負荷の少ない資機材の使用と
いった環境配慮はもとより、室内の快適性や景観
への配慮なども含めた建物の品質を総合的に評
価するシステム。（CASBEEホームページより）

– 評価結果
• 「Sランク（素晴らしい）」「Aランク（大変良い）」「B+ランク

（良い）」「B－ランク（やや劣る）」「Cランク（劣る）」



地域冷暖房システム

東京では74地区で実施
床面積50,000㎡以上の開発で推進

東京都資料より



エネルギーマネジメントシステム

• ICT（情報通信技術）を用いて、家庭やビル、

工場などのエネルギー使用を管理しながら最
適化するシステム

– HEMS（Home EMS）
– BEMS（Building EMS）
– FEMS（Factory EMS）

• 個別建物から地域の最適エネルギー管理へ

– CEMS（Community EMS）



大阪ガスHPより

川崎市HPより

再生可能エネルギーへの転換



（出典：経済産業省 低炭素電力供給システム報告書）

スマートグリッド

• 多様な発電源と多様な末端電力機器まで高機能なネット
ワークで結び合わせて、ICT技術を用いて需給バランスの最
適化調整を行う新世代送電網



スマートコミュニティ

• 分散型エネルギー源、スマートグリッド、CEMSなどを組み合
わせた新世代まちづくり

（出典：経済産業
省HPより



サステイナブル・コミュニティとは？


